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１．はじめに
建設コンサルタントとは，建設関連業（測量業，

建設コンサルタント，地質調査業）の１つの業種で
あり，「公共工事の前払金保証事業に関する法律」に
おいて，「土木建築に関する工事の設計若しくは監理
若しくは土木建築に関する工事に関する調査，企画，
立案若しくは助言を行うことの請負若しくは受託を
業とする者」として位置付けられている。令和２年
度現在，全国における建設コンサルタントの登録業
者数は３，９５６業者である。このうち，砂防関連業務
を行うことのできる「河川，砂防及び海岸・海洋部
門」を登録しているのは１，１８８業者（全登録業者の
３０％）である（国土交通省，２０２１）。

２．建設コンサルタント職員の構成
建設コンサルタントに所属する職員の年齢別構成

（一般社団法人建設コンサルタンツ協会，２０１２１）を
見ると，最多職員数の年齢は，平成７年度では２４～
２６歳であったのに対し，その後，公共事業予算の抑
制等を踏まえ，新卒採用を控えた影響から令和元年
度には４７～４９歳が最も多くなり，建設コンサルタン
ト業界は著しい高齢化業界となっているのが現状で
ある（図－１）。近年は，担い手不足を解消すべく，
採用を増やしており，新卒採用も拡大しつつあるが，
３０代後半の中間層の職員数が少ないのが，建設コン
サルタント業界における共通の課題である。
建設コンサルタント業界では，従前は男性技術者
が極めて高い比率であったが，近年では女性技術者
の比率が高まってきている。令和元年度の女性技術
者の比率は１５％程度である。そのうち２０～３０歳代
の世代が６０％を占め，今後も女性技術者の比率は高
まると推測される。一方，技術系の女性管理職の比
率は３％程度にとどまっており，今後の女性管理職
の増加が期待される。
若手にとって働きやすい職場環境作りや，ワーク
ライフバランスを確保した労働基準法３６条（いわゆ
る３６協定）の厳守と残業削減，在宅勤務やフレック
ス制度による多様な働き方の提供など，業界のさら
なる魅力向上や成長を目指し，各社において努力・
工夫している所である。
さらに，中間層が少ない中で若手技術者を育成し
ていく工夫が求められている。

３．建設コンサルタントの砂防分野の業務
建設コンサルタントの砂防分野の業務の種類は幅

が広く，調査・計画・設計・維持管理など多岐にわ
たり，災害発生時には被災状況調査や復旧・再度災
害防止に向けた計画・設計なども多い。近年では，
土砂・洪水氾濫関連業務や，長寿命化関連業務など
も多く出件されている。
また，ICTの利活用への取り組みも推進されてお
り，BIM／CIMの活用や AIの活用など，飛躍的に業
務の高度化が進んでおり，さらに幅広い技術・ノウ
ハウの習得が砂防技術者に求められてきている。

４．建設コンサルタンツ協会を通じた人材育成
建設コンサルタントの業務は「一点モノ」が多い
ため，業務ごとに現場の状況を踏まえた検討が必要
であり，検討・作業を定型化しにくい特徴が挙げら
れる。各企業における人材育成は，実務に即した OJT
が中心となることから，建設コンサルタンツ協会で
は，基礎的な知識習得に主眼をおいて，人材育成の
取り組みを実施している。以降，建設コンサルタン
ツ協会における人材育成の取り組みを一部紹介する。
一般社団法人建設コンサルタンツ協会は，資質と
技術力の向上を目的として昭和３６年４月に発足した
団体である。令和２年３月末時点の会員企業数は４９３
社である。平成元年に協会内に砂防・急傾斜専門委
員会を発足させ，現状の問題点や課題を抽出して解
決策を提言する等の活動を行うとともに，会員サー
ビスとして砂防技術力の向上，設計・成果品の品質
確保のための活動を行っている。令和４年６月現在，
２３社２４名の委員で構成され，毎年４月～翌年１月
の間，毎月委員会を開催し，技術力向上等に向けた
活動を行っている。
４．１ 現地見学会
平成１８年度から砂防技術に関する先進的な最新情

報等を学習するための現地見学会を毎年実施してい
る。見学先は，前年度の現地見学会の参加者に，今
後現地見学を行いたい内容についてアンケートを取
り，その結果を踏まえ，先進的な砂防事業や土砂災
害発生後の現地などを選定している。２０～３０歳代の
若手技術者を中心に毎年５０名程度の砂防技術者が参
加されている。
４．２ 品質セミナー
平成１２年度から管理技術者・若手設計担当者など

の実務者層を対象に品質セミナーを実施し，毎年
１，０００名以上の技術者が参加されている。
砂防・急傾斜部門は，平成２２年度よりこのプログ

ラムに加わっており，砂防業務における調査・計画・
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設計でのエラーを収集し，「成果品に関するエラーの
事例集」として取りまとめている。代表的事例につ
いて，エラーの概要の紹介と，背景の分析，原因究
明を行い，改善策と学ぶべき事項を品質セミナーで
紹介している。
４．３ 砂防講習会
平成２２年度から「砂防行政，砂防技術に関する最

新情報の紹介」，「高い砂防技術の提供」を目指し砂
防講習会を毎年開催している。講習会は，話題性の
高いテーマを選定し，毎年１００名を超える砂防技術
者が参加されている。この講習会の話題については，
現地見学会同様に，昨年度の参加者へのアンケート
結果から興味のあるテーマを選出している。
４．４ 技術資料の作成
砂防に関する技術資料は多数市販・公開されてい

るが，建設コンサルタント業務に特化し，業務を行
う上で有益となる技術資料を作成している。ここで
は，３つの技術資料について紹介する。
４．４．１ 砂防研修資料
平成２８年度から，自治体からの講習依頼への対応

と，各社の若手技術者の教育に活用するため，砂防
の初級編に相当する研修資料を作成した。「砂防」・
「地すべり」・「急傾斜地」の３編の構成とし，各編と
もに，「概要・調査・計画・ハード対策・ソフト対
策・維持管理」について取りまとめた。定期的に時
点更新を行い，最新情報を基にした研修資料として
整理している。
４．４．２ 流木捕捉工設計事例集
砂防堰堤を設計する際に，具体的な検討事例があ
れば参考になるとの意見が多数寄せられたことから，
平成２３年に「鋼製砂防構造物設計事例集」，平成３０
年に「鋼製砂防構造物設計事例集（�）」，さらに令
和２年に「流木捕捉工設計事例集」を作成した。
各工法の概要と特徴，設計・施工事例，標準工程

と施工フローなどを取りまとめ，施工実績や捕捉実
績を数値と写真で整理し，砂防技術者が計画・設計
する上で参考となるように留意して作成した。
４．４．３ 照査要領
照査要領を作成・会員向けに公表し，業務の品質

確保・技術力の向上を図っている。当委員会で作成
している照査要領は，次の３つの特徴がある。�砂
防関係施設の予備・詳細設計に加えて，土石流・流
木対策計画照査要領を作成している。�砂防に関す
る技術は日進月歩進展しており，技術基準や指針類
も定期的に改訂されている。照査要領のチェック内
容も，定期的に最新情報の更新を行っている。�先
に紹介した「品質セミナー」では，実際のエラー事
例と改善策を検討して紹介している。このエラー事
例について，事前に回避するためにはどのような照
査が必要であるかを検討し，照査要領に反映している。
４．５ 若手技術者交流会
若手砂防技術者の技術力向上と相互コミュニケー
ションによるモチベーション向上を目的として若手
技術者交流会を平成２７年度から開催している。委員
会参加企業の若手技術者十数名の会として４月～１０
月に毎月１回集まって実施している。主に，エラー
事例勉強会や，大学生への砂防事業や建設コンサル
タントの役割の紹介を継続的に行っている。

５．今後の課題
建設コンサルタントの業務は，技術が土台であり，
技術者の育成・技術伝承は，我々の根幹をなす重要
な事項である。働き方改革と人材育成を両立するた
めには，今後もさらに創意工夫して取り組んでいく
べきと考えている。また，砂防分野を志す学生を増
やすことが大きな課題と考えている。当社で砂防研
究室を卒業した職員にアンケートした結果，砂防分
野の研究室を選択した時期は大学入学後との回答が
ほとんどであった。高校時代には将来の選択肢に「砂
防」が入っていないということである。今後，産官
学に砂防技術者を増やすためには，砂防の認知度を
幅広く高める必要があると感じている。
今後も，砂防学会等を通じて，広く砂防を知って
もらうための活動に貢献していきたいと考えている。
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図－１ 建設コンサルタント職員の年齢構成
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